
 

スーパーＬ資金 
[ 農業経営基盤強化資金 ] 

認定農業者の自主性と創意工夫を

活かした経営改善を総合的に応援

する資金です。 

 

 

ご利用いただける方 
 

認定農業者（農業経営改善計画を作成して市町村長の認定を受けた個人・法人） 

※なお、個人の場合、簿記記帳を行っていること、または今後簿記記帳を行うことが条件となります。 

 

資金の使いみち 

農業経営改善計画の達成に必要な次の資金 

ただし、経営改善資金計画を作成し、市町村を事務局とする特別融資制度推進会議の認定を受けた事業に限ります。 

 

農地等  施設・機械 

取得のほか、改良・造成も対象となります。 
 

 農産物の処理加工施設、店舗などの流通販売
施設も対象となります。 

 

果樹・家畜等  その他の経営費 

購入費、新植・改植費用のほか、育成費も対
象となります。 

 規模拡大や設備投資などに伴って必要となる
原材料費、人件費などが対象となります。 

 

経営の安定化  法人への出資金 

負債の整理（制度資金は除く）などが対象と
なります。 

 個人が法人に参加するために必要な出資金な
どの支払いが対象となります。 

 
 
 

ご融資条件 

融 資 期 間：２５年以内（うち据置期間１０年以内） 

融 資 限 度 額：【個人】   ３億円 （特認 ６億円） 

【法人】 １０億円 （特認２０億円［一定の場合３０億円] ) 
※1 このうち経営の安定化のための資金のご融資限度額は個人６，０００万円、法人２億円です。 
※2 法人の場合、特認のご利用に際しては、民間金融機関からの資金調達などの要件があります。 

 
金    利： . ％ (融資期間 年の場合、  年  月 日現在） 

※借入時の金利は金融情勢により変動します。最新の金利は、融資機関にご照会ください。 
 

担保・保証人：ご相談の上、決めさせていただきます。 

 
 
 
 

 
 

(令和２年４月) 

【金利負担軽減措置】 



実質無利子化のための金利負担軽減措置 
 

①  人・農地プラン枠 

令和２年度において「実質化された人・農地プラン」等に基づき、競争力・体質強化に向けて意欲的に生産拡大等に
取り組む農業者等を支援するため、(公財）農林水産長期金融協会が利子助成することで、貸付当初５年間の金利負担
が実質無利子（※１）となる制度が措置されました。 

②  ＴＰＰ等対策特別枠 
令和元年度補正予算において、環太平洋パートナーシップ協定（TPP）、日EU経済連携協定（日EU・EPA）及び日米

貿易協定による新たな国際環境の下で、新たに規模拡大、農産物輸出等の攻めの経営展開に意欲的に取り組む農業者を
支援するため、担い手経営発展支援金融対策事業として、（公財）農林水産長期金融協会が利子助成することで、貸付
当初５年間の金利負担が実質無利子（※１）となる制度が措置されました。 

 
（※１）利子助成の上限は２％です。このため、日本公庫の貸付金利が２％を超える場合は、２％を超えた部分はお客

さまの負担となります。 
なお、利子助成の取扱額には限りがあるため、実質無利子とならない場合がございます。 

 

金利負担軽減措置 ① 人・農地プラン枠 ② TPP 等対策特別枠 

利子助成の対象者 

実質化された人・農地プラン等の
中心経営体等として位置付けられ
た認定農業者（※２） 

実質化された人・農地プラン等の
中心経営体等として位置付けられ
た認定農業者であって、新たに攻
めの経営展開を行う計画（経営展
開計画）を策定した者（※２） 

事業実施期間 
令和２年度において日本公庫が融
資決定した案件 

令和２年２月３日以降に日本公庫
が融資決定した案件 

利子助成の対象事業 農地等の取得・造成、施設・機械の取得、改良・造成等、長期運転資金 

利子助成の 

対象とならない事業 

国庫補助事業の補助残部分 
経営の安定化（負債整理など）の 
ための資金 

経営の安定化(負債整理など)の 

ための資金 

利子助成を 

受けられる期間 

貸付当初５年間 

６年目以降は、通常の利息をお支払いただきます。 

利子助成の 

対象限度額 
【個人】３億円（特認６億円） 【法人】１０億円（特認２０億円） 

 
（※２）ご融資の対象施設に農業用ハウスの取得が含まれる場合、当該施設に対し、園芸施設共済等への加入意向が 
    ある旨を確認ができた認定農業者に限ります。 

 
 
 

ご留意いただきたい事項 
 

■実質無利子化のための金利負担軽減措置は、毎年度国の予算の範囲内で実施されるものであるため
取扱額に限りがあり、資金の使いみちやご融資の実行の時期によっては、ご希望に沿えない場合が
ございます。 

■審査の結果により、ご希望に沿えない場合がございます。 

■上記以外にも資金をご利用いただくための要件等がございます。詳しくは、最寄りの日本政策金融
公庫支店農林水産事業までお問い合わせください。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

お気軽に窓口までご相談ください。 

支店一覧はこちら 

https://www.jfc.go.jp/ 


